
厚木市開発許可等基準条例の一部改正の骨子（案） 
～ 市街化調整区域内の災害ハザードエリアにおける新規立地の抑制 ～ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 背景・目的 

厚木市開発許可等基準条例（以下、「条例」という。）は、都市計画法の規定に

基づき、市街化調整区域における農家等分家住宅、収用移転、既存宅地等に係る具

体的な立地基準を規定しています。 

近年の激甚化・頻発化する自然災害に対応するため、災害ハザードエリアにおけ

る新規立地の抑制を図ることとした今般の都市計画法の改正を受けて、市街化調整

区域内の災害ハザードエリアにおける開発許可等の基準を見直すため、条例の一部

改正を行います。 

３ 災害ハザードエリア内における開発・建築許可の制限（改正点） 

条例第５条及び第６条の規定により市街化調整区域内で行うことができる開発・

建築行為から、原則として「２ 規制対象となる災害ハザードエリア」における開

発・建築行為を除くこととします。このことにより、次のように変更となります。 

（１）災害レッドゾーンにおける開発・建築行為 

   → 許可はできなくなります。【新規立地不可】 

（２）災害イエローゾーンにおける開発・建築行為 

   → 原則、許可はできなくなりますが、一定の安全対策（※）を実施すること

を条件に許可ができるものとします。【条件付きで新規立地可】 

     ※一定の安全対策については、次の４を参照してください。 

２ 規制対象となる災害ハザードエリア 

都市計画法施行令第 29 条の９各号に掲げる区域が規制対象となり、危険度に応

じて次の（１）（２）に分類されます。 

（１）災害レッドゾーン ＜危険度が特に高い＞  
●土砂災害特別警戒区域 

・・・土砂災害警戒危険区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律 第９条第１項 
 

●急傾斜地崩壊危険区域（対策工事が完了している区域については、除かれる場合あり） 
・・・急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律 第３条第１項 

（２）災害イエローゾーン ＜危険度が高い＞  
●土砂災害警戒区域 

・・・土砂災害警戒危険区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律 第７条第１項 
 

●浸水想定区域のうち、想定浸水深３ｍ以上の区域及び家屋倒壊等氾濫想定区域 
・・・水防法 第 15 条第１項第４号 
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５ 条例改正による効果 

市街化調整区域内の災害レッドゾーンにおける新規立地の抑制や、災害イエロー

ゾーンにおける安全対策の基準を設けることにより、災害リスクの低減又は災害リ

スクの周知や災害への意識付けが図られ、もって市民の安全確保につながります。 

６ 施行日 

改正後の条例は、令和６年７月１日から施行する予定です。 

７ 関連基準の改正 

【厚木市開発審査会提案基準の一部改正】 

本市では、市街化調整区域であっても開発審査会の議を経て「通常原則として許

可して差し支えないと考えられるもの」として、開発審査会に提案する際の２０の

基準を定めています。 

この開発審査会提案基準についても、法改正の趣旨を踏まえるとともに、改正後

の条例による規制との整合性を確保するため、災害ハザードエリアにおける新規立

地の抑制を図るための改正を行います。 

４ 災害イエローゾーンにおける安全対策 

３（２）について、想定される災害に対し、それぞれ次のハード面又はソフト面

のいずれかの安全対策を実施することで、開発・建築の許可ができるものとします。 
 

●土砂災害警戒区域における対策 

ハード面 がけ崩れに対し安全な擁壁等を設ける又は建築物を鉄筋コンクリート造にする等 

ソフト面 指定避難所への確実な避難（事前避難）の実施を担保する避難計画を策定する 
 

●浸水想定区域のうち、想定浸水深３ｍ以上の区域等における対策 

ハード面 建築物の高床化や敷地の嵩上げ等により想定浸水深以上となる居室を設ける等 

ソフト面 指定避難所への確実な避難（事前避難）の実施を担保する避難計画を策定する 



厚木市開発許可等基準条例の一部改正の骨子に対する 

パブリックコメント手続実施要領 
 

１ 目的 

近年の激甚化・頻発化する自然災害に対応するため、災害ハザードエリアにおける新

規立地の抑制を図ることとした法の改正を受けて、市街化調整区域内の災害ハザードエ

リアにおける開発許可等の基準を見直すため、厚木市開発許可等基準条例の一部改正を

行います。 

つきましては、厚木市開発許可等基準条例の一部改正の骨子について、市民の皆様の

意見等を聴取し、可能な限り反映するため、厚木市市民参加条例第６条第３項の規定に

基づき、パブリックコメント手続を実施します。 

 

２ パブリックコメント手続の対象 

厚木市開発許可等基準条例の一部改正の骨子 

 

３ パブリックコメント手続実施の周知方法 

(1) 広報あつぎ（令和５年12月１日号）への掲載 

(2) 厚木市ホームページへの掲載（令和５年12月１日から） 

 

４ 骨子の配布及び閲覧 

次に掲げる場所等で、令和５年12月１日から令和６年１月４日まで配布及び閲覧を行

います。 

(1) 市役所第二庁舎13階 開発審査課 

(2) 市役所本庁舎３階市政情報コーナー 

(3) 各地区市民センター（各公民館）及び上荻野分館 

(4) 本厚木駅連絡所及び愛甲石田駅連絡所 

(5) 保健福祉センター 

(6) 中央図書館 

(7) あつぎ市民交流プラザ（アミューあつぎ６階） 

(8) 市ホームページ 

 

５ 意見等提出期間 

令和５年12月１日（金）から 令和６年１月４日（木）まで 

※ 郵送の場合は、令和６年１月４日必着とします。 

 

資料２ 



６ 意見等提出資格 

(1) 市内に居住する方 

(2) 市内に通学し、又は通勤する方 

(3) 市内において活動する個人及び法人その他の団体 

(4) 市に納税の義務がある方 

 

７ 意見等提出方法 

意見等については、所定の用紙に記入の上、次の方法により提出するものとします。 

(1) 持参する場合 

ア 市役所第二庁舎13階 開発審査課の窓口へ直接提出 

イ 市役所本庁舎３階市政情報コーナーに設置されたパブリックコメント意見提出箱

に投函 

ウ 次に掲げる場所に設置されたわたしの提案の提案箱に投函 

(ｱ) 市役所本庁舎１階 

(ｲ) 各地区市民センター（各公民館）及び上荻野分館 

(ｳ) 本厚木駅連絡所及び愛甲石田駅連絡所 

(ｴ) 保健福祉センター 

(ｵ) 中央図書館 

(ｶ) あつぎ市民交流プラザ（アミューあつぎ６階） 

(2) 郵送する場合 

郵送先 〒243-8511 厚木市 まちづくり計画部 開発審査課 開発審査係 宛て 

(3) ファックスで送信する場合 

ファックス番号 046-221-0427 

(4) 電子メールで送信する場合 

メールアドレス 5800@city.atsugi.kanagawa.jp 

※ 電子メールの件名を次のとおりとしてください。 

「厚木市開発許可等基準条例の一部改正骨子パブリックコメント意見」 

 

８ 意見等の取扱い 

(1) 提出された意見等は、厚木市開発許可等基準条例の一部改正に当たって参考としま

す。 

なお、提出された意見等については、個人情報を除き、意見等の概要及び市の考え

方を、後日、市ホームページ及び市政情報コーナーで公表します。 

(2) 提出された意見等に対しては、個別の回答はしません。 


